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西ドイツでは，学問の自由 (akademische Freiheit) は下級教育機関には適用されず\よって，
学問の自由の一つに含まれる教授の自由( Lehrfreiheit. ボン基本法 5 条 3 項)は，教員には保障さ
れない口そのため一般法律の制限を受ける意見発表の自由( Meinungsfreiheit. ボン基本法 5 条 l 項)
が，教員の教育の自由の根拠規定となり，教育の自由は官吏法などにより大幅に制限されることにな
る。こうした状況は管理された学校 (Verwaltete Schule) ということばで表わされるように，狭い
自由しか教員には与えられていなかったので，これを打開するために， Heckel などにより「教育する
自由J (p臈agogische Freiheit) が主張され，現在は実際に制度化されている。本論文は，こういっ
た事情を眺めた後，その「教育する自由J ，および西ドイツの一般的見解を代表すると思われる
Müller の見解，さらに忠誠条項(ボン基本法 5 条 3 項)を考察し，西ドイツにおりても，教員に大
幅な教育の自由を認めることはできないと解されていることを示している。
次いで同様に，本論文はアメリカにわける教員の教育の自由についての法令，学説，判例を考察し























































点にあると考えられる。すなわち，まず第 1 に， 'れは，教育法の基本問題である教育権(広義)を核
に，それをめぐる主要問題を，ほぼ余すところなく掘り下げて検討したものである。そこでは，児童
・生徒の教育を受ける権利，親の教育権，教員の教育の自由等をいわば横糸とし，国の教育への関与
をいわば縦糸として，総論的な検討が行なわれ(第 1 章及至第 4 章) ，ついで各論的に，教育への国
の行政的関与の場である学習指導要領および教科書検定ならびに教員の政治的中立性の問題が扱われ
ている(第 5 章乃至第 7 章)。第 2 に，そのような検討に際しては，西ドイツおよびアメリカの立法
例，学説，判例等を豊富に参照してわが国の問題を考察するという，比較法的研究方法が採られてい
る。第 3 に，このような検討を通してその機軸をなしているのは，ポレーミッシュな国家の教育内容
関与の承認の主張である。以上のような検討の成果として，本論文は，教育法学界のいわば通説的立
場と異なった立場からの，上記の問題に関する学問的・体系的論文としてはじめての本格的な労作と
なり得ており， したがって，本論文は学位請求論文に充分に値するものである，と評価され得ょう。
もっとも，本論文には，残された課題とでもいうべきものがあると思われる。すなわち，本論文に
おいては，ポレーミッシュに国の教育内容への関与を説くことに力点がわかれているが，国の教育内
容関与を法的に問題とする場合，その範囲・程度，手続，限界等，いわば国の教育内容関与の枠とで
もいうべきものの提示が要請されよう。本論文においてもその各論においては 国の関与の範囲，手
続その他が関与のそれぞれの場に即して具体的に論じられてわり その結果そこでは通説との差の相
対化がみられるのであるが，ここでは国の関与の枠の体系化を今後の課題として期待したい。また，
国の関与という場合，立法的関与と行政的関与とで性質を異にするが，その問題の今後の展開もまた
れるところである。しかし，これらのことは，筆者の将来への期待であって，本論文の博士論文とし
ての認定を損なうものではない口
以上に鑑み，審査委員の一致した結論として，筆者に法学博士の学位を授与するに充分な高度の研
究能力および学識があるものと認める次第である。
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